
　　消費税率（国・地方）が、平成２６年４月１日に５％から８％へ引き上げられたことに伴い、消費税収

（現行分の地方消費税を除く。）については、その使途を明確にし、社会保障財源化することとされてお

り、地方公共団体においても、地方消費税収の引き上げ分をすべて社会保障施策に要する経費に充

てるものとされています。

　　以上の趣旨を踏まえ、令和元年度長万部町一般会計決算における地方消費税市町村交付金（社

会保障財源化分）の社会保障施策経費への充当状況について、下記のとおり報告します。

記

（歳入） 市町村交付金（社会保障財源化分）

（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の市町村
交付金）

167,103 113,798 6,669 46,636

心身障害者特別対策費 167,103 113,798 6,669 46,636

70,822 459 8,707 2,826 58,830

社会福祉総務費 3,458 138 3,320

予防費 147 6 141

老人福祉総務費 37,125 459 8,571 1,482 26,613

地域会館等管理費 638 136 25 477

その他 29,454 1,175 28,279

203,270 65,740 6,296 8,113 123,121

一般管理費 6,170 246 5,924

社会福祉総務費 6,711 1,223 268 5,220

心身障害者特別対策費 4,457 178 4,279

児童福祉総務費 6,216 248 5,968

児童措置費 179,165 64,517 6,296 7,151 101,201

保健衛生総務費 0 0 0

公債費 551 22 529

36,612 2,129 1,461 33,022

社会福祉総務費 18,924 2,129 755 16,040

労働諸費 50 2 48

その他 17,638 704 16,934

477,807 182,126 15,003 19,069 261,609

児童福祉事業

社会福祉事業

小　　計

高齢者福祉事業

令和元年度長万部町一般会計決算における地方消費税市町村交付金（社
会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要す
る経費について

４６,６０５千円

１,１６７,６７３千円

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

社会福祉

障害者福祉事業



【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の市町村
交付金）

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

79,700 28,581 4,042 3,181 43,896

社会福祉総務費 79,700 28,581 4,042 3,181 43,896

116,171 24,007 0 4,637 87,527

後期高齢者医療費 116,171 24,007 4,637 87,527

140,157 3,942 1,972 5,593 128,650

老人福祉費 140,157 3,942 1,972 5,593 128,650

336,028 56,530 6,014 13,411 260,073

25,015 7,171 2,013 999 14,832

心身障害者特別対策費 16,284 4,594 1,739 650 9,301

ひとり親家庭福祉費 3,802 746 23 152 2,881

児童福祉総務費 4,929 1,831 251 197 2,650

312,597 12,477 300,120

保健衛生総務費 2,597 104 2,493

病院事業費 310,000 12,373 297,627

16,226 966 644 649 13,967

一般管理費 39 2 37

老人福祉センター施設費 38 1 37

児童措置費 39 2 37

保健衛生総務費 20 1 19

予防費 15,420 966 644 615 13,195

公園費 39 2 37

常備消防費 116 5 111

学校管理費 116 5 111

社会教育総務費 122 5 117

その他 277 11 266

353,838 8,137 2,657 14,125 328,919

1,167,673 246,793 23,674 46,605 850,601

医療確保事業

疾病予防対策事業

小　　計

合　　計

医療給付事業

社会保険

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

小　　計

保健衛生


